
1 

 

メディア掲載  グローバルエコノミー  2024.04.05 2024.04.22 2024.05.08 2024.05.13 

食料・農業・農村基本法見直し（１） 

基本法むかしといま 週刊農林（2024年3月25日発行） 

 山下 一仁 研究主幹 

1961年農業基本法も今回の基本法見直しもヨーロッパに影響を受けている。 

1960年頃になると食料増産がほぼ達成され、農業予算獲得の根拠が薄弱になった。 

西ドイツで基本法が作られ農業予算が増額されたことを知った農業議員は、基本法制定を要求

した。 

今回はフランスの立法に着目し適正な価格形成を実現すべきだと要求されている。 

違いは農政当局の対応だ。 

農業基本法では、政治的な背景に多くの役人がしり込みする中で、後に政府税調会長を16年

も務める小倉武一が手を挙げた。 

農林省内では、小倉学校と言われるほど、職員が研究を重ね活発な議論を交わした。 

小倉はフランス語に堪能で後に次官となる後藤康夫を連れてパリに長期間滞在し、フランスの

基本法を研究した。 

シュンペーターの高弟である東畑精一東大教授を会長とする農林漁業基本問題調査会でも、小

倉らを交えて真剣に議論された。 

彼らは、農工間の所得格差是正を基本法の目的に掲げ、農業だけで他産業並みの所得を達成で

きる“自立経営農家”を育成しようとした。 

米については農家規模を拡大してコストを削減すればよい。 
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そのためには、先輩の農政学者・柳田國男が主張したように、他の農業や産業への就労などで

農家戸数を減少させなければならない。 

その一つとして、米から需要拡大が予想される畜産や果樹への転換を提案した。農産物価格を

上げて農家所得を増加することは貧しい国民を苦しめるので、柳田たちが否定したことだった。 

経済学者の大内力東大教授は、農業基本法が「きわめて大掛かりな準備のうえに雄大な構想を

もって組み立てられた」にもかかわらず、現実の農政は基本法の理念を真面目に実現しなかった

と残念がった。 

構造改革ではなく食管制度を利用した米価引上げに走ったのだ。 

今回はどうか？農業界はTPPを乗り切り貿易自由化の圧力は遠のいた。 

高関税が維持できるなら価格を上げてもよい。 

コストを転嫁しようとする適正な価格形成論は、コストの全てを織り込んだ食管制度時代の米

価算定・生産費所得補償方式への回帰である。 

自らコスト削減に努めるのではなく政府の力で価格を上げてもらうのでは、いつまでたっても

自立した経営は出現しない。 

フランスだけ価格を上げるのは、EUの統一市場や共通農業政策の基本原則に反するし、同国

産農産物の域内競争力を失わせる。 

小倉や東畑と比べるのはかわいそうだが、世界の農政の潮流は価格支持ではなく直接支払いな

のに、フランスの政策の妥当性は検討されたのだろうか。 

フランスに学ぶなら、その土地公社が持つ先買権を農地バンクに認めてはどうか。 

ザルと化している農地法は廃止して農地確保のため確固たる土地利用計画を導入してはどう

か。 

「（ドイツやフランスの土地利用計画）をどうしてまねしないかな。いいことでも、土木業者

の金儲けにならないことはまねしないのじゃないかな。」とは、30年前の小倉の発言である。 
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食料・農業・農村基本法見直し（２） 

理念をなくす農政 週刊農林（2024年4月5日発行） 

恒例の年末エコノミストの会で、財務省で農林予算を担当した人と会った。 

彼は、農業問題のNHK日曜討論で、構造改革が取り上げられなかったと悔しがっていた。 

旧農業基本法が失敗した要因として、起草者の小倉武一は「農業の国際化を殆ど無視したこ

と」を第一に挙げ、「基本問題調査会で日経の円城寺次郎氏は貿易の自由化を考慮すべきことを

力説されたのを思い起こす」と言っている。 

未だに農政は国内市場しか見えない。 

価格競争力を高めて輸出するなら減反はしない。 

米を輸出していれば、輸入途絶時に食料自給を達成できる。 

しかし、適正な価格形成論によって価格を上げるのは輸出振興と矛盾している。 

農政は80～90年代の日米交渉やウルグァイ・ラウンドなどに対応できなかった。 

極めつけが米のミニマムアクセスだ。今後はコストを削減しなければ農業は守れないと考えら

れた。 

1999年の現行基本法は、「効率的かつ安定的な農業経営が農業生産の相当部分を担う農業構

造を確立する」と規定した。 

しかし、関税撤廃の恐怖にかられたTPP交渉で、米麦等の関税を維持できた。貿易自由化に

反対するインド等の力が増し、WTOは機能不全に陥っている。 

農政担当者は、「貿易自由化は遠のいた。苦労して構造改革などしなくてもよい」と考えたの

だろう。 

2020年の基本計画は「経営規模や家族・法人など経営形態の別にかかわらず、担い手の育

成・確保を進める」と記述した。これは基本法の理念の変更である。 

多数の零細農によって農協の政治力は維持され、その本業ともいうべき兼業収入を預金として

JAバンクは発展した。 
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基本計画の考えに従って基本法が見直される。 

表舞台でも、兼業農家を含め農家を丸抱えしようとしてきたJA農協の勝利である。 

しかし、これは農業や農村の敗北である。 

1ヘクタール未満の米農家が農業から得ている所得は、ゼロかマイナスである。 

しかし、1人の農業者に30ヘクタールの農地を任せて耕作してもらうと、1600万円の所得を

稼いでくれる。 

これを分け合った方が、集落みんなのためになる。 

家賃がビルの維持管理の対価であるのと同様、農地への地代は、地主が農地や水路等の維持管

理を行うことへの対価である。 

健全な店子（担い手農家）がいるから、家賃（地代）でビルの大家（地主）も補修や修繕がで

きる。 

このような関係を築かなければ、農業も農村もいつまでも自立できず政府によりかかるしかな

い。構造改革は農村のためにも必要なのだ。 

柳田國男は、小慈善家が「小民を救済すべきだ」と言うのは彼らを侮辱するものだとし、「何

ぞ彼等をして自ら済わしめざる。 

自力、進歩協同相助これ、実に産業組合（農協）の大主眼なり」と言う。 

農政担当者、農業経済学者、農業関係議員、皆この小慈善家だ。 
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食料・農業・農村基本法見直し（３） 

逆流する農政 週刊農林（2024年4月15日発行） 

農水省は「生産コストが増加してもデフレにより価格を上げることができないので、適正な価

格形成が必要だ」と言う。 

では、デフレが解消されれば、基本法に導入した適正な価格形成の規定は削除するのか？ 

逆に資材や飼料の価格が低下したら、農産物価格を下げるよう農家に指示するのか？ 

適正な価格形成論は、食料品価格上昇に直面しているフードバンクやこども食堂に依存してい

る人たちをさらに苦しめる。政府全体の物価対策とも整合しない。 

小麦、バター、牛肉のように、消費者は国産品の高い価格を維持するために、輸入品に対して

も高い関税を負担している。 

国産品価格と国際価格との差を財政からの直接支払いで補てんすれば、消費者は、輸入品の消

費者負担までなくなるというメリットを受ける。 

少ない国民負担で農業に対して価格支持と同様の保護を行える。 

直接支払いが価格支持より優れていることは、世界中の経済学者のコンセンサスである。 

市場価格より高い価格を農家に保証することで生じる過剰を処理するために、さらに財政負担

が必要となる。 

これに気付いたEUは1993年価格支持から直接支払いに移行した。 

それなのに、日本の農業経済学者の中には、適正な価格形成論を支持したり、高い関税による

保護は無視して財政負担だけの比較で日本の農業保護は少ないと主張したりする人がいる。 

ある農協系の研究者は私の主張を古い経済学だと批判した。 

それなら、価格支持や減反を正当化する新しい経済学を教えてほしいものだ。 

しかし、農業経済学者全員がそうではない。 
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私が、減反廃止による米価低下と主業農家に限定した直接支払いで米農業の構造改革を進める

べきだと小倉武一の研究センターで発表した際、そこに集まった農業経済学の大御所の方々はこ

の案に賛同され、その後熱心に支持していただいた。 

この励ましがなければ25年も同じ主張を続けられなかっただろう。 

1995年の食管制度廃止後も、減反で供給を減少させ高米価を維持することを選択してしまっ

た。 

今は、減反によって事前に過剰米処理をしている。EUと異なり、日本には、高米価で発展し

てきたJAの存在があった。 

適正な価格形成論は食管制度の米価算定方式への先祖返りである。 

JAが農家に高い肥料等の資材を販売しても全て米価に反映され、米価は上昇した。 

JAは高い資材価格と高い米価によって二重に高い販売手数料収入を得た。 

JAは米肥農協と呼ばれた。 

酪農が発展したのは、加工原料乳の不足払いで価格を抑え消費を減少させなかったからだ。 

逆に価格支持で米は衰退した。 

私が減反廃止と言った際、省の大先輩から「君は旗を立てたぞ」と言われた。 

既得権者の言うことを聞かなければ省内の出世も危うい。 

相当な度胸がいるだろうが、農水省はそろそろ農業の利益を優先してはどうだろうか？ 
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食料・農業・農村基本法見直し（4） 

輸入リスクより農政リスク 週刊農林（2024年4月25日発行） 

食料安全保障強化のため基本法を見直すと言う。 

本音は、食料安全保障を国内生産拡大や農産物価格引上げという農業保護増加に利用したいの

だ。 

農水省は買い負けなど輸入リスクを強調する。 

しかし、カロリー摂取上重要な穀物と大豆の輸入額は日本の全輸入額の1～1.5％に過ぎない。 

価格が10倍になっても大丈夫だ。 

米国を凌駕するようになった穀物輸出国のブラジルでは、従来の南部に加え北部の港湾からの

輸出が大きく増加している。 

グローバル化が進展し、世界は農水省が指摘してきた港湾ストなどによる危機の発生を克服し

てきている。 

しかし、シーレーンが破壊されて輸入が途絶すると、現状では国民が必要とする米の半分しか

供給できない。 

半年後に国民全員が餓死する。 

1960年以来世界の米生産は3.5倍に拡大した。 

それなのに、国際交渉の場で食料安全保障を最も強く主張してきたはずの日本が、減反に補助

金を出して4割も減産している。 

戦前農林省の減反案を潰したのは陸軍省だった。 

国民は税金を払って自らの生命を危険にさらしている。 

問題は輸入リスクではなく、農水省というリスクだ。 

1960年の食料自給率79％も今の38％も、その過半は米である。 

自給率低下の原因は米生産の減少なのだ。 

最も効果的な食料安全保障政策は、減反廃止による米の増産とこれによる輸出である。 
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平時には米を輸出し、危機時には輸出に回していた米を食べるのだ。 

平時の輸出は、財政負担が要らない無償の備蓄となる。 

減反を止めて収量の高い米を作付ければ、国内消費を上回る1700万トンを生産でき米の自給

率は200％を超える。 

併せて、兼業化で削減した水田二毛作を主業農家主体に転換することで復活すれば、食料自給

率は70％を超える。輸入途絶後1年間は国民を餓死させなくて済む。 

2千億円以上の財政負担で130万トンしか麦や大豆を生産していない。 

減反廃止なら米を1000万トン増産し、かつ減反補助金と備蓄費用合わせて4千億円の財政

（納税者）負担を無くせる。 

政府は、減反補助金節約のため水田の畑地化＝小麦等の単作化を推進しようとしている。 

水田の多面的機能を損なうばかりではない。 

二毛作による田畑輪換は化学肥料、農薬を節減する。 

他方で、食料危機時には二毛作が必要となる。 

二毛作を否定する水田畑地化は、みどり戦略や危機時の対策に矛盾する。 

水田の畑地化は水田が余っているという珍説を根拠としているらしい。 

しかし、食料輸入が途絶する際は肥料も石油も利用できない。 

米だけで必要な熱量を賄おうとすると水田は960万ヘクタール、イモを3分の2としても810

万ヘクタールの農地が必要となる。 

かなりを輸入穀物の備蓄に頼るしかない。 

危機時の対策を法制化する前提として、国民が餓死しないためにどれだけの食料や農地が必要

となるのか、農水省は国民に示すべきではないのか？ 
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